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EPP1 slight/minor moderate extensive complete
EPP2 slight/minor moderate extensive complete
EPP3 slight/minor moderate extensive complete











































 表 1.2-1 電気設備自然災害等対策WGにおける火力発電所の復旧想定[1.7] 
(a) 揺れ 












震度階 7 6強 6弱 5強以下 














浸水深 1m程度～数十 m 数十 cm～1m程度 数十 cm 未満 
復旧期間の目安 4ヶ月程度以上 4ヶ月程度以内 運転継続可能 
 


































4未満 0% 0% 0% 0% 0% 0% 0% 0% 0% 0% 0% 0% 0% 
4 0% 0% 0% 0% 0% 0% 0% 0% 0% 0% 0% 0% 0% 
5弱 8% 4% 0% 0% 0% 0% 0% 0% 0% 0% 0% 0% 0% 
5強 20% 7% 2% 1% 0% 0% 0% 0% 0% 0% 0% 0% 0% 
6弱 90% 90% 90% 90% 90% 90% 23% 6% 0% 0% 0% 0% 0% 
6強 90% 90% 90% 90% 90% 90% 23% 6% 0% 0% 0% 0% 0% 
























1m～ 100% 100% 100% 100% 100% 100% 100% 100% 100% 100% 0% 
0.3m～ 100% 100% 100% 100% 100% 100% 100% 100% 100% 0% 0% 
浸水なし 0% 0% 0% 0% 0% 0% 0% 0% 0% 0% 0% 
 
 𝐷𝑡 = 21.333𝑆 − 18.833 (1.2-1) 
𝐷𝑡 : 津波浸水無の発電所の復旧日数[日] 
𝑆 : 震度ダミー（0: 4以下、1: 5弱、2: 5強、3: 6弱、4: 6強、5: 7） 
 
 𝐷𝑡 = 75.737𝑆 + 0.522ℎ − 176.677 (1.2-2) 
𝐷𝑡 : 津波浸水有の発電所の復旧日数[日] 
𝑆 : 震度ダミー（0: 4以下、1: 5弱、2: 5強、3: 6弱、4: 6強、5: 7） 
































𝑅 : 運転時間 

























































































「2. 燃料貯蔵・輸送設備」、「3. 取放水・給排水設備」、「4. 送受電設備」、「5. ボイラ
ー設備」、「6. タービン・発電設備」、「7. 排煙処理設備」、「8. 事務本館・倉庫」、「9. 構
内環境」の 9つのサブシステムに分類した。各サブシステムと具体的な機器・設備の関























































8. 事務本館・倉庫 事務本館、倉庫、車庫 





























表 1.3-3 電気設備（火力発電設備）の耐震区分 
設備区分 耐震性区分Ⅰ 耐震性区分Ⅱ 


















表 1.3-4 電気設備の耐津波区分 





































 𝐾𝑆𝐻 = 𝑣4 ∙ 𝐾𝐻 (1.3-1a) 
𝐾𝐻: 地表面における水平震度 
 







 𝐾𝑆𝑉 = 𝐾𝑆𝐻 2⁄  (1.3-2) 
𝐾𝑆𝑉: 設計鉛直震度 
 
 𝐾𝑀𝐻 = 𝑣5 ∙ 𝐾𝐻 (1.3-3) 
𝑣5: 構造物の固有周期を考慮した応答倍率 
 
 𝐾𝑀𝑉 = 𝐾𝑀𝐻 2⁄  (1.3-4a) 
 














表 1.3-5 火力発電所主要設備の設計水平震度𝐾𝑆𝐻  
サブシステム 設備・機器 𝐾𝑆𝐻 
1. 荷役・港湾設備 ローディングアーム（石油） 0.27 
2. 燃料貯蔵・輸送
設備 



































 第 2章及び第 3章は、地震・津波に対する火力発電所の被害・復旧評価に関する研究
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表 2.1-1 調査対象地震の一覧 





1 1964/06/16 13:01 新潟地震 7.5 3 
2 1968/05/16 09:48 十勝沖地震 7.9 1 
3 1978/02/20 13:37 宮城県沖を震源とする地震 6.7 1 
4 1978/06/12 17:14 宮城県沖地震 7.4 4 
5 1983/05/26 11:59 日本海中部地震 ※2 7.7 2 




7 1993/01/15 20:06 釧路沖地震 7.5 1 
8 1993/07/12 22:17 北海道南西沖地震 ※2 7.8 2 
9 1995/01/17 05:46 兵庫県南部地震 7.3 10 
10 2000/10/06 13:30 鳥取県西部地震 7.3 1 
11 2001/03/24 15:27 芸予地震 6.7 1 
12 2003/05/26 18:24 宮城県沖を震源とする地震 7.1 1 
13 2003/09/26 04:50 十勝沖地震 8.0 1 
14 2005/08/16 11:46 宮城県沖を震源とする地震 7.2 2 
15 2007/03/25 09:41 能登半島地震 6.9 1 
16 2011/03/11 14:46 東北地方太平洋沖地震 ※2 9.0 26 
17 2016/04/16 01:25 熊本地震 7.3 1 
18 2016/11/22 05:59 福島県沖を震源とする地震 7.4 1 







(a) 震度階との関係            (b) 浸水深との関係 










きた 15 地震、延べ 41発電所 78ユニット分を、図 2.1-1(b)には、構内浸水の発生した
9発電所 24ユニット分を示す。浸水被害はいずれも 2011年東北地方太平洋沖地震によ
るものである。図より、津波浸水のあった発電所を除くと、震度 4程度では停止期間が
当日中～3 日以内、震度 5 弱では当日中～6 ヶ月以内、震度 5 強では当日中～2 ヶ月以
内、震度 6弱では 2ヶ月以内～6ヶ月以内と、震度が大きくなるほどに停止期間も長く
なるという一般的な傾向が見られる。また津波に関しても、浸水深が 1m未満の場合に
は停止期間が 1 ヵ月以内、1～2m 未満の場合には 1 ヵ月以内～1 年以上、2～5m の場






























































































表 2.2-1 工業用水の供給支障事例 














































て 6,600V配電線から受電したのが 4/30であった。前述の通り、外部からの電気の供 
 
表 2.2-2 燃料の供給支障事例 



































































































火力も含む）のうち、関東・東北地方に立地する 29発電所 125ユニット（発電能力 5,758




つに分けられ、それぞれ 10 発電所（27 ユニット、1,752 万 kW）、5 発電所（16 ユニ
ット、811万 kW）、 14発電所（82ユニット、3,196万 kW）が立地している。 
 
 


































































千葉 288.0 LNG 126* ― 一部 1／8 当日中再開 ― 
五井 188.6 LNG 107* ― ― 1／6 1 ― 
姉崎 360.0 LNG・石油 86* ― ― 0／6 ― ― 
袖ヶ浦 360.0 LNG 119* ― ― 0／4 ― ― 
富津 535.1 LNG 98* ― ― 0／21 ― ― 
横須賀 227.4 石油 37* ― ― 0／8 ― ― 
川崎 150.0 LNG 108* ― 一部 0／3 ― ― 
横浜 332.5 LNG・石油 85* ― ― 1／10 当日中再開 ― 
南横浜 115.0 LNG 81* ― 一部 0／3 ― ― 
東扇島 200.0 LNG 142* ― 一部 1／2 13 ― 
鹿島 440.0 石油 430* 1.0 一部 6／6 21 66 
大井 105.0 石油 145* ― ― 2／3 2 6 
広野 380.0 石油・石炭 391** 4.0 一部 5／5 96 127 
品川 114.0 都市ガス 78* ― ― 0／3 ― ― 
常陸那珂 100.0 石炭 321* 1.5 各所 1／1 65 ― 
東北電力 
八戸 25.0 石油 143* 0.5 一部 1／1 9 ― 
能代 120.0 石炭 47 ― ― 2／2 2 3 
秋田 130.0 石油 52 ― ― 3／3 1 1 
仙台 44.6 LNG 550* 4.7 不明 1／1 334 ― 
新仙台 95.0 石油 512* 3.0 不明 2／2 291 （廃止） 
原町 200.0 石炭 735 13.0 一部 2／2 749 777 
東新潟 465.6 LNG・石油 30 ― ― 0／8 ― ― 
新潟 25.0 LNG・石油 34 ― ― 0／1 ― ― 
電源開発 磯子 120.0 石炭 165 ― ― 1／2 1 ― 
酒田共同 酒田共同 70.0 石炭 55 ― ― 1／2 1 ― 
相馬共同 新地 200.0 石炭 585** 3.0 一部 2／2 283 291 
常磐共同 勿来 162.5 石油・石炭 471** 1.8 各所 4／4 111 407 
鹿島共同 鹿島共同 105.0 石油 359** ― 各所 3／3 36 131 









あり、それぞれ着目する周期成分が異なっている。例えば、PGA は固有周期 0 秒の剛
体の応答に対応する一方で、PGV は固有周期が数～数十秒の長周期構造物の応答に対

























 図 2.3-2 には PGA と浸水深、そして液状化発生程度との関係を示す。火力発電所で








































































表 2.3-2 各設備の被害事例と被害ランクの関係（その 1） 























































表 2.3-2 各設備の被害事例と被害ランクの関係（その 2） 




























































表 2.3-2 各設備の被害事例と被害ランクの関係（その 3） 
































































1 2 3 4 5 6 7 8 9 
東京電力 
千葉         ③-C  
五井     ①-C      
姉崎  ①-C         
袖ヶ浦     ①-C      
富津           
横須賀           
川崎         ③-C  
横浜     ①-C      
南横浜         ③-C  























②-B ②-A ②-B ②-B 
*工業用水供給停止 
*6号機建設中のため建設会社常駐 
品川   ①-C        




八戸 ③-B   ②-B ②-B ②-B  ②-B ②-B 
*製油所・油槽所被害により起動用軽油を能代
火力から緊急輸送 
能代           
秋田           


















②-B ②-B ②-B ②-B 
*重油供給元（JX仙台）の被災 
*隣接製油所の火災による避難（3/12～28） 












東新潟  ①-C         
新潟           
電源開発 磯子           
酒田共同 酒田共同          *工業用水供給停止（県企業局の配管損傷） 































































































取り得るが、今回調査した 29 火力発電所の場合、被害パターンは 17 通りであった。
内訳は、いずれのサブシステムにも被害が発生していない発電所が 8、いずれか 1つの
サブシステムに被害が発生した発電所が 9（被害モードは 4 パターン）、2 つのサブシ
ステムに被害が発生した発電所が 2（2パターン）、5つのサブシステムに被害が発生し




図 2.3-4 発電所被害の被害モード別集計結果 


































表 2.3-4 サブシステムの被害発生状況の相関 
















































































































































































ト（29発電所 125基）のうち震災時に運転していたユニットは 28発電所 89基、停止
していた発電所（長期計画停止も含む）は 20 発電所 36 基である。このうち震災によ
り停止・被災したユニットは 19 発電所 40 基であり、その内訳は、運転中のユニット





 図 2.3-6には震災により停止・被災したユニット 40基（2,365万 kW）の停止期間の









震災 2週間後から撤去作業が開始され、浸水深が 3mであった新仙台火力では 5月に撤 
 
 


















































































































ては、浸水深が 1m未満の場合には停止期間が 3日以内、1～2m未満の場合には 1
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 𝑃𝑠,0,𝑖(𝑧𝑖) = 1 − 𝐹𝑠,𝐶,𝑖(𝑧𝑖) (3.2-1) 
 𝑃𝑠,𝐶,𝑖(𝑧𝑖) = 𝐹𝑠,𝐶,𝑖(𝑧𝑖) − 𝐹𝑠,𝐵,𝑖(𝑧𝑖) (3.2-2) 
 𝑃𝑠,𝐵,𝑖(𝑧𝑖) = 𝐹𝑠,𝐵,𝑖(𝑧𝑖) − 𝐹𝑠,𝐴,𝑖(𝑧𝑖) (3.2-3) 









 𝐹𝑠,𝑘,𝑖(𝑧𝑖) = ∫ 𝑓𝑠,𝑘,𝑖(𝑥)𝑑𝑥
𝑧𝑖


































 𝜒2 = −2(ln 𝐿0 − ln 𝐿1) (3.2-8) 
 
 𝜌








以上の考え方に基づき、第 2章 3節で構築した 2011年東日本大震災における火力発
電所被害データベースを用いて、地震及び津波に対する設備フラジリティ関数を推計し





















果を表 3.3-1 に、その結果求められた各設備の被害ランクごとの 50%及び 90%損傷確
率に相当する加速度レベルと、第 1 章 3 節 3 項で整理した各設備の設計地震力を加速
度に換算した結果を表 3.3-2 にまとめて示す。なお、「4. 送受電設備」については、
JEAC3605 で引用されている JEAG5003[3.4]の設計値を用いた。以降、6 つのサブシ
ステムについて考察を行う。 
まず「2. 燃料貯蔵・輸送設備」に関しては、22発電所中 6発電所で被害が発生して 
 



















𝑁𝑠,1 21 22 25 22 28 22 22 20 20 
𝑁𝑠,𝐴,1 0 0 0 0 0 0 0 0 0 
𝑁𝑠,𝐵,1 1 3 4 2 10 2 1 0 0 
𝑁𝑠,𝐶,1 0 3 3 1 4 1 1 0 0 
𝑁𝑠,0,1 20 16 19 19 14 19 20 20 20 
𝜆𝑠,𝐴,1 ― ― ― ― ― ― ― ― ― 
𝜆𝑠,𝐵,1 ― 5.84 5.89 5.94 5.39 6.08 6.26 ― ― 
𝜆𝑠,𝐶,1 ― 5.15 5.50 5.59 4.87 5.67 6.02 ― ― 
ζ𝑠,1 ― 0.88 0.65 0.34 0.58 0.38 0.20 ― ― 
ln𝐿1 ― -13.15 -10.58 -3.46 -15.07 -3.35 -2.60 ― ― 





















(a)「1. 港湾・荷役設備」               (b)「2. 燃料貯蔵・輸送設備」 
 
(c)「3. 取放水・給排水設備」                 (d)「4. 送受電設備」 
 
(e)「5. ボイラー設備」        (f)「6. タービン・発電設備」 
























































































































































図 3.3-1 地震に対する設備フラジリティ関数（その 2） 
 
おり、被害ランク別では、“燃料ポンプ基礎傾き”や“タンク付属設備損傷”等の被害
ランク Bに該当する事象が 3件、“配管架台の変形”等の被害ランク Cに該当する事象
が 3件あった。それらを 50%損傷確率に相当する加速度レベルで見ると、被害ランク B
の 50%損傷確率に相当する加速度は 343gal、被害ランク Cについては 172galであり、
6つの設備の中では後述する「5. ボイラー設備」に続き 2番目に脆弱な設備と言える。
被害ランク B の 50%損傷確率に相当する加速度は設計地震力（265gal）よりも大きく
なっており、防油堤の損傷等、発電所の運用に影響を与える被害が発生している。一方
で被害ランク C の 50%損傷確率に相当する加速度は設計地震力よりも小さいが、燃料
タンク内容物の浮屋根への飛散等、発電所の機能への影響は限定的であるものの設備に
マイナーな被害が発生してしまっている。 
「3. 取放水・給排水設備」に関しては、25発電所中 6発電所で被害が発生しており、 
 





















265 342.2 1,050.4 172.5 529.4 
3. 取放水・給排水設
備 
196 362.3 834.1 244.3 562.3 
4. 送受電設備 300 381.6 593.3 268.5 417.5 
5. ボイラー設備 196 219.2 462.6 130.8 276.1 
6. タービン・発電設
備 
196 434.9 712.0 290.8 476.0 






























る事象が 4 件、“放水路クラック”や“タンクアンカーボルト折損”等の被害ランク C
に該当する事象が 2 件あった。それらを 50%損傷確率に相当する加速度レベルで見る
と、被害ランク Bの 50%損傷確率に相当する加速度は 361gal、被害ランク Cについて






象が 2 件、“変圧器防油堤クラック”等の被害ランク C に該当する事象が 1 件あった。
それらを 50%損傷確率に相当する加速度レベルで見ると、被害ランク B の 50%損傷確





ューブリーク”等の被害ランク B に該当する事象が 10 件、“振れ止めの損傷”や“管
の接触痕”等の被害ランク Cに該当する事象が 4件あり、これらの被害は 150gal程度
から発生している。50%損傷確率に相当する加速度レベルで見ると、被害ランク B の
50%損傷確率に相当する加速度は 219gal、被害ランク Cについては 130galであり、フ
ラジリティを推計した 6つのサブシステムの中で最も脆弱な設備と言える。被害ランク
B の 50%損傷確率値は設計地震力（196gal）とほぼ同程度であるが、被害ランク B の
被害モードはチューブ損傷による蒸気リーク等、ボイラーの機能に直結する事象である。





の被害ランク Bに該当する事象が 2件、“タービン台座の一部折損”等の被害ランク C
に該当する事象が 1件あった。50%損傷確率に相当する加速度レベルで見ると、被害ラ












の被害ランク C に該当する事象が 1 件あった。50%損傷確率に相当する加速度レベル



















「2. 燃料貯蔵・輸送設備」、「3. 取放水・給排水設備」及び「4. 受電設備」が該当





























9. 構内環境 構内で液状化による噴砂・沈下が発生。 ③-BorC 
凡例：被害要因 ①地震動、②津波、③地盤変状、被害ランク A全壊、B一部損壊、C軽微な不具合 
 
 
図 3.3-2 発電所地点での加速度レベルと設備の地震フラジリティの比較 
 
表 3.3-4 苫東厚真発電所における設備被害発生確率 
（表中網掛けは、実際の被害ランクを表す） 
サブシステム 















































































「2. 燃料貯蔵・輸送設備」、「3. 取放水・給排水設備」、「4. 送受電設備」、「5. ボイラ
ー設備」の被害ランク B及び Cと、「6. タービン・発電設備」の被害ランク Cである。
このうち実際に発生したのは「5. ボイラー設備」の被害ランク Bと「6. タービン・発




















(a)「1. 港湾・荷役設備」       (b)「2. 燃料貯蔵・輸送設備」 























































(c)「3. 取放水・給排水設備」        (d)「4. 送受電設備」 
  
(e)「5. ボイラー設備」        (f)「6. タービン・発電設備」 
 
(g)「7. 排煙処理設備」         (h)「8. 事務建屋・倉庫」 






























































































































































図 3.3-3 津波に対する設備フラジリティ関数（その 3） 
 



















𝑁𝑠,2 9 9 9 9 9 9 9 9 9 
𝑁𝑠,𝐴,2 5 3 4 2 1 1 2 2 1 
𝑁𝑠,𝐵,2 2 3 3 5 5 5 1 4 6 
𝑁𝑠,𝐶,2 0 0 0 0 0 0 1 0 0 
𝑁𝑠,0,2 2 3 2 2 3 3 5 3 2 
𝜆𝑠,𝐴,2 0.79 1.39 1.08 2.07 2.49 2.49 1.53 1.97 2.39 
𝜆𝑠,𝐵,2 0.15 0.46 -0.03 -0.34 0.25 0.25 1.31 0.20 -0.07 
𝜆𝑠,𝐶,2 ― ― ― ― ― ― 1.09 ― ― 
ζ𝑠,2 0.44 0.70 0.80 1.29 0.85 0.85 0.34 1.08 0.75 
ln𝐿1 -4.70 -6.86 -7.01 -7.59 -5.94 -5.94 -5.58 -7.66 -4.94 



























































表 3.3-6 各設備の 50%及び 90%損傷確率に相当する浸水深 
サブ 
システム 

























1. 港湾・荷役設備 2.2 3.9 1.2 2.1 ― ― 
2. 燃料貯蔵・輸送設備 4.0 9.9 1.6 3.9 ― ― 
3. 取放水・給排水設備 3.0 8.3 1.0 2.7 ― ― 
4. 送受電設備 8.0 41.5 0.7 3.7 ― ― 
5. ボイラー設備 12.1 36.0 1.3 3.8 ― ― 
6. タービン・発電設備 12.1 36.0 1.3 3.8 ― ― 
7. 排煙処理設備 4.6 7.2 3.7 5.8 3.0 4.6 
8. 事務建屋・倉庫 7.2 28.6 1.2 4.9 ― ― 




該当する事象が 5件、“堤防一部損壊”等の被害ランク Bに該当する事象が 2件あった。
50%損傷確率に相当する浸水深レベルで見ると、被害ランク Aの 50%損傷確率に相当




 「5. ボイラー設備」に関しては、9 発電所中 6 発電所で被害が発生しており、被害
ランク別では“通風機損壊”等の被害ランク Aに該当する事象が 1件、“配管、ケーブ 





等の被害ランク Aに該当する事象が 1件、“油ポンプ冠水停止”等の被害ランク Bに該




 「7. 排煙処理設備」に関しては、9 発電所中 4 発電所で被害が発生しており、被害
ランク別では“集塵機損壊”等の被害ランク Aに該当する事象が 1件、“集塵機への異





ク A の浸水深が 4.6m、被害ランク B が 3.7m、被害ランク C が 3.0m と、被害は 3～
4mを超えた場合軽微なものから甚大なものまでその程度に関わらず発生する可能性が
あることを示している。 
「9. 構内環境」に関しては、9 発電所中 7 発電所で被害が発生しており、被害ラン
ク別では“構内道路不陸”等の被害ランク Aに該当する事象が 1件、“土砂堆積”、“敷
地洗掘”等の被害ランク B に該当する事象が 6 件あった。50%損傷確率に相当する浸





 「2. 燃料貯蔵・輸送設備」に関しては、9発電所中 6発電所で被害が発生しており、
被害ランク別では“重油タンク倒壊”等の被害ランク Aに該当する事象が 3件、“配
管支持架構変形”等の被害ランク Bに該当する事象が 3件あった。50%損傷確率に
相当する浸水深レベルで見ると、被害ランク A の 50%損傷確率に相当する浸水深
は 4.0m、被害ランク B については 1.6m と比較的脆弱な設備であったが、これは
多くの機器が屋外設置のものであるためと考えられる。 








 「4. 送受電設備」に関しては、9発電所中 7発電所で被害が発生しており、被害ラ
ンク別では“遮断器・断路器 損傷，変圧器 損傷”等の被害ランク Aに該当する事
象が 2件、“屋外開閉所冠水”、“電気室焼損”等の被害ランク Bに該当する事象が
5件あった。50%損傷確率に相当する浸水深レベルで見ると、被害ランク Aの 50%
損傷確率に相当する浸水深は 7.9m、被害ランク B については 0.7m であった。9
つの設備のうち損傷ランク Bに関しては最も脆弱となっており、浸水・冠水した場
合、洗浄しての再利用が難しい機器が多いことに起因すると考えられる。 
 「9. 事務建屋・倉庫」に関しては、9発電所中 6発電所で被害が発生しており、被
害ランク別では“3 階まで浸水”等の被害ランク A に該当する事象が 2 件、“保管
物流出”等の被害ランク Bに該当する事象が 4件あった。50%損傷確率に相当する

















 二つ目は、被害ランク A と B のフラジリティに開きがあり、設備の物理的な損壊
に対してのシステム強度の高い結果となった「5. ボイラー設備」、「6. タービン・
発電設備」及び「9. 構内環境」である。被害ランク Bの 50%損傷確率に該当する















































 𝐺(𝑡) = Pr(𝑇 ≤ 𝑡) = ∫ 𝑔(𝑠)𝑑𝑠
𝑡



































































 AIC = −2ln𝐿 + 2𝑙 (3.4-9) 
𝐿 : 最大尤度 















































数は 5 つであるが、その中でも特に「8. 事務建屋・倉庫（被害ランク A）」と「5. ボ
イラー設備（被害ランク B）」の𝛽値が大きく、停止日数へ与える影響が特に大きい要素
と言える。まず「8. 事務建屋・倉庫」で被害ランク A が発生している発電所は原町発
電所と新地発電所の 2箇所であり、いずれも津波による被害である。事務建屋が大規模
な被害を受けることで復旧の指揮や運営の効率が悪化することが予測され、停止期間が
長期化する一因となることが考えられる。また表 2.3-3 及び表 2.3-4 より、これらの設
備とそれ以外の設備との被害発生状況を確認すると、2つの発電所はいずれも津波によ







なかった「1. 港湾・荷役設備」や「2. 燃料貯蔵・輸送設備」、「6. タービン・発電設備」、
「9. 構内環境」等においても被害が発生していることがわかる。このことから𝛽3は、
複数の設備が同時に被害を受けた発電所を識別するための変数と解釈することができ






と C の被害が同等に起こりうるレベルであること、また「7. 排煙処理設備」の津波被
害の発生状況（図 3.3-2）からも 4m 前後の領域において同様の傾向が確認できる。こ
のことから𝛽1、𝛽2、𝛽4については被害ランク Cが選定されたと考えられる。 
図 3.5-1 は、今回対象とした 19 の発電所について、個別設備の被害発生状況𝑋′をそ
れぞれ入力して求めた復旧関数𝐺(𝑡|𝑋′)𝐸𝑄であり、復旧確率が 50%となる時の停止期間
（停止期間の中央値）及び 90%となる時の停止期間を観測データとそれぞれ比較した





表 3.5-1 復旧関数の推計結果 
 サブシステム 被害ランク 被害要因 推計値 標準偏差 
𝛽1 取放水・給排水設備 C 地震動 1.12*** 0.59 
𝛽2 送受電設備 C 地震動 1.22*** 0.38 
𝛽3 ボイラー設備 B 地震動・津波 1.41*** 0.34 
𝛽4 排煙処理設備 C 地震動・津波 1.30*** 0.47 
𝛽5 事務建屋・倉庫 A 津波 1.74*** 0.47 
𝜎    0.54*** 0.09 


























図 3.5-1 復旧関数の推計結果 
 
 




















































































当する。被害ランク B及び C の発生確率 50%に相当する加速度は、タービン・発
















漂流物の衝突を受けやすく、浸水深 1.2m で中程度の被害発生確率が 50%以上、
2.2mで甚大な被害の発生確率が 50%以上となる、最も脆弱性の高い結果となった。
二つ目は、被害ランク間のフラジリティに開きがある設備であり、「5. ボイラー設
備」、「6. タービン・発電設備」、「9. 構内環境」が該当する。被害ランク Bの 50%



























[3.1] M. Shinozuka, M.Q. Feng, J. Lee and T. Naganuma: Statistical Analysis on 






とした機能的フラジリティ曲線の推計、土木学会論文集 A1（構造・地震工学）、69 巻 、
1 号、pp.57-68、2013. 




本政策小委員会/産業構造審議会 保安・消費生活用製品安全分科会 電力安全小委員会 
合同電力レジリエンスワーキンググループ、第 2回、資料 5、2018. 
[3.6] 火力原子力発電技術協会 震災復旧調査委員会：東北地方太平洋沖地震火力発電所の
被害と復旧調査報告書、2012. 
[3.7] T. Lancaster.: The Econometric Analysis of Transition Data, Cambridge 
University Press, 1990. 














 事故データの収集は、沖縄電力を除く一般電気事業者 9社の所有する全国 77の火力
発電所（263 ユニット）に対し実施した。調査対象とした期間は 2011 年及び 2012 年





































表 4.1-1 計画外停止データベースの構成 
 変数 説明 
プラント
情報 
Plant 発電所名  
Unit ユニット名  
GenM 発電方式 汽力／コンバインドサイクル 
Age 経年数 [年] 2011年時点 




D311 震災による被害の有無 0：被害なし、1：被害あり 
事故情報 Season 事故発生年 2011年/2012年 
Dacc 事故発生日 7/1を 0としてカウント 
Drcov 復旧日 7/1を 0としてカウント 
PwrLoss 出力低下割合 0～1 
𝑇𝐴𝑐𝑐 事故発生までの運転日数 [日]  
δ 打ち切りの有無 0：打ち切りなし、1：打ち切りあり 
𝑇𝑟𝑐𝑜𝑣



































式でみると、全 263基中、汽力発電ユニットが 67発電所 181基 8,067万 kW（設備数
ベースで 69%、発電量ベースで 68%）、コンバインドサイクル発電ユニットが 23 発電
所 82基 3,791万 kW（設備数ベースで 31%、発電量ベースで 32%）であった。それぞ
れについて、経年数、出力、燃種別に集計した結果を図 4.1-3 及び図 4.1-4 に示す。汽






基（13%）であった。一方、コンバインドサイクル発電方式については、出力が 20～  
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2 21 0 10 2








      
                  (a) 出力                (b) 経年数 
   
         (c) 燃種            (d) 震災による影響の有無 
 
(e) クロス集計結果 





































































       
(a) 出力               (b) 経年数 
     
(c) 燃種           (d) 震災による影響の有無 
 
(e) クロス集計結果 
























































40 万 kW 及び 40～60 万 kW のユニットがそれぞれ約 30%で半数以上を占める。経年
数はすべて 30 年未満で、そのうち 10 年未満のものも 3 割ある。燃種に関しては 94%

















ユニット中 46 ユニット（28%）で延べ 69 件、2012 年に関しては 179 ユニット中 63
ユニット（35%）で延べ 98件の事故が発生しており、2012年の方が発生件数、事故経
験ユニット数ともに多かった。同一シーズン内の累積事故発生回数ごとのユニットの割
合を図 4.2-1に示す。2011年に事故を経験したユニットは 46基であるが、そのうち 18
基（39%）については 2回以上事故が発生しており、最も多いものでは期間中 3度事故
を経験している。同様に 2012 年に事故を経験したユニットは 63 基であり、そのうち
期間中複数回事故を経験したユニットは 22基（35%）、累積事故回数の最多は 5回であ
った。 
調査期間内（2011 年夏季及び 2012 年夏季）に少なくとも 1 回以上の事故を経験し






た。さらに同一シーズン内に 2回以上の事故を経験したユニット 34基について同様の 
 
        
(a) 2011年夏季             (b) 2012年夏季 

















(a) 出力                 (b) 経年数 
 
(c) 燃種              (d) 震災による影響の有無 
図 4.2-2 計画外停止を経験したユニットの属性別集計結果（汽力発電） 
 










調査期間中に発生した事故は、41 件であった。2011 年に関しては運転していた 80
ユニット中 13ユニット（16%）で延べ 18件、2012年に関しては 81ユニット中 19ユ
ニット（23%）で延べ 23件の事故が発生しており、2012年の方が発生件数、事故経験
ユニット数ともにやや多かった。期間中の累積事故発生回数ごとの割合を図 4.2-3に示 
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(a) 2011年夏季             (b) 2012年夏季 




験している。同様に 2012 年に事故を経験したユニットは 19 基であり、そのうち期間
中複数回事故を経験したユニットは 3基（16%）、事故回数の最多は 3回であった。 
調査期間内（2011 年夏季及び 2012 年夏季）に少なくとも 1 回以上の事故を経験し

































(a) 出力                (b) 経年数 
 
    (c) 燃種             (d) 震災による影響の有無 


























































































































 ℎ(𝑡)𝐴𝑐𝑐 = ℎ0(𝑡)










表 4.3-1 計画外停止モデルの説明変数 
変数 説明 
Age 経年数[年]（2011年時点） 
Capacity 出力[万 kW] 
Oil* 燃種に関するダミー変数（1：石油、0：石油以外） 
Oil_LNG* 燃種に関するダミー変数（1：石油・LNG混焼、0：石油・LNG混焼以外） 
LNG* 燃種に関するダミー変数（1：LNG、0：LNG 以外） 
Gas* 燃種に関するダミー変数（1：ガス、0：ガス以外） 
Season 対象シーズン（1：2012年、0：2011年） 







画外停止発生までの運転期間に与える影響の大きさを𝛽とし、𝜑 = exp (𝛽𝑇𝑌)とすると、
ワイブル分布の cdf、pdf及び生存時間関数はそれぞれ、 
 




























同様に、対数正規分布の cdf、pdf及び生存時間関数は、𝜆 = 𝛽𝑇𝑌とするとそれぞれ、 
 






















 𝐺(𝑡|𝑌)𝐴𝑐𝑐 = 1 − 𝑒−𝜆𝑡 (4.3-10) 
 
 𝑔(𝑡|𝑌)𝐴𝑐𝑐 = 𝜆𝑒−𝜆𝑡 (4.3-11) 
 




すまでの観測値 𝑡𝑗  (𝑗 = {1, … , 𝑁𝑗})があるケースを考える。𝛿𝑗を打ち切りの有無にかかわ
る変数とし、0：打ち切りなし、1：打ち切りあり、とする。このとき、尤度関数は、 
 










 𝐿𝑜𝑔(𝐿) = ∑ [𝛿𝑗 ∙ log𝑆(𝑡𝑗)
𝐴𝑐𝑐






















表 4.3-2 確率分布のフィッティング結果 
確率分布 Conv1 Conv2 CC1 CC2 
正規分布 1,450.35 738.97 456.63 117.76 
対数正規分布 1,335.69 660.14 435.01 106.24 
ワイブル分布 1,334.38 661.43 435.73 108.19 
ロジスティック分布 1,461.32 745.38 459.88 118.14 






いては、事故発生日に復旧したものが全体の 36%、5 日以内に復旧したものが 74%で
ある一方、停止期間が 30 日以上と長期化した例も 4%あった。同様にコンバインドサ
イクル発電ユニットについては、事故発生日に復旧したものが全体の 26%、5日以内に





































 以上より推計した計画外停止評価モデルのパラメータを表 4.4-1 及び表 4.4-2 に、本
研究において計画外停止データの調査対象とした各ユニットの属性に応じて求めた故









 𝐺(𝑡)𝐴𝑐𝑐 = 1 − ?̂?(𝑡)𝐴𝑐𝑐 (4.4-1) 
 ?̂?(𝑡)𝐴𝑐𝑐 = ∏ (
𝑛𝑗−𝑑𝑗
𝑛𝑗
)𝑘𝑗=1  (𝑡𝑘 ≤ 𝑡 < 𝑡𝑘+1) (4.4-2) 
𝑛𝑗 : 時点𝑡𝑗の直前まで運転しているデータ数 









降は 10 日後までに事故の約 2 割（22 件）、30 日後までに 55%（58 件）、60 日後まで
に約 8 割（88 件）と、調査開始から初期の段階における事故頻度が相対的に高くなっ
ている。図 4.4-5 には計画外停止の発生実績と各ユニットの有する属性の関係を示す。
調査開始から 30 日以内の早期に事故が発生している設備の傾向として、経年数 30 年
以上で石油を燃料とした高経年のユニットが比較的多くなっており、出力については、
60～80 万 kW の比較的大規模な設備の割合が相対的に大きくなっている。最終的な調
査終了時点（運転日数 92日）における事故経験ユニット数の割合は 32%であった。 
次に推計されたモデルについて考察する。初回事故の発生モデルについて最も適合度
の高かった分布形はワイブル分布であり、計画外停止発生確率は 1 週間で 6%、2 週間




表 4.4-1 パラメータ推計結果（汽力発電） 
(a) Conv1（ワイブル分布） 
  値 S.E. Z score p値 
 Intercept 8.009 0.708 11.31 0.000 
𝛽1 Capacity -0.016 0.006 -2.77 0.006 
𝛽2 Age -0.024 0.012 -1.91 0.056 
𝛽3 Oil -0.909 0.280 -3.24 0.001 
𝛽4 Gas 14.637 0 Inf 0.000 
𝛽5 Season -0.436 0.264 -1.65 0.099 
LN(1 𝛾⁄ )  0.288 0.091 3.16 0.002 
 𝜒2=30.67 (自由度=5、p値=0.000) 
 
(b) Conv2（対数正規分布） 
  値 S.E. Z score p値 
 Intercept 3.540 0.483 7.33 0.000 
𝛽1 Capacity 0.018 0.009 2.05 0.040 
LN(ζ)  0.741 0.100 7.40 0.000 




(a) Conv1                                 (b) Conv2 
図 4.4-1 汽力発電ユニットの計画外停止評価モデル 
 
ラメータγの値に応じて故障率が時間とともに減少する（γ < 1）、一定（γ = 1）、時間











































表 4.4-2 パラメータ推計結果（コンバインドサイクル） 
(a) CC1（指数分布） 
  値 S.E. Z score p値 
 Intercept 7.057 1.393 5.07 0.000 
𝛽1 LN(Capacity) -1.125 0.365 -3.09 0.002 
𝛽2 LN(Age) 0.587 0.171 3.43 0.001 
𝛽3 LNG 2.109 0.770 2.74 0.006 
𝛽4 Gas 19.272 0 Inf 0.000 
 𝜒2= 25.33(自由度=4、p値=0.000) 
 
(b) CC2（対数正規分布） 
  値 S.E. Z score p値 
 Intercept 14.428 6.393 2.26 0.024 
𝛽1 LN(Capacity) -4.042 2.036 -1.98 0.047 
𝛽2 LN(Age) 1.323 0.627 2.11 0.035 
𝛽3 LNG 4.055 1.803 2.25 0.025 
LN(ζ)  0.458 0.255 1.80 0.072 




(a) CC1                          (b) CC2 














































図 4.4-3 汽力発電ユニットの計画外停止発生実績と評価モデルの平均 
 
 




についてシーズン内で 2 回目以降となる事故は 60 件発生した。図 4.4-3 より、最初に
発生したのは 1 回目の事故からの運転再開当日であり、再開後 2 日後までに事故の 1

















































































































kWの設備が多いが、初回事故の発生数が 60～80 万 kW の設備に多いことを考慮する

















目の事故（32 件）については、調査開始から 2 日後に最初の事故が発生しており、以
降は 10日後までに事故の約 2割（6件）、30日後までに約 4割（12件）、60日後まで
に約 7 割（22 件）と、ほぼ一定の割合で事故が発生している。図 4.4-6 には計画外停
止の発生実績と各ユニットの有する属性の関係を示す。調査開始から 30 日以内の早期
に事故が発生している設備の傾向として、経年数 10 年未満の新しい設備及び LNG を






















































































についてシーズン内で 2回目以降となる事故は 9件発生した。図 4.4-4より、最初に発






















ぞれ 6%と 12%、1ヵ月で 16%と 31%、3ヵ月で 31%と 51%と、2回目以降の事故の方
が 1.5～2 倍程度発生しやすい結果となった。同様にコンバインドサイクル設備に関す
る 2つのモデル（CC1、CC2）を比較すると、運転期間 1週間の時点の事故発生確率は





(a) 初回事故に対する評価モデル   (b) 2回目以降の事故に対する評価モデル 
図 4.4-7 発電方式別計画外停止評価モデルの比較 
 






れぞれ 6%と 2%、1ヵ月で 16%と 7%、3ヵ月で 31%と 19%と、汽力発電設備の方が事
故が 1.5～3倍程度発生しやすい結果となった。同様に 2回目以降の事故モデル（Conv2、
CC2）を比較すると、運転期間 1 週間の時点の事故発生確率はそれぞれ 12%と 8%、1













































































初回事故（CC1）が 1週間以内に発生する確率が 2%、1ヵ月以内が 7%、3ヵ月以
内が 19%、2回目以降の事故（CC2）については、前回の事故から運転再開後 1週
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のパラメータとして選定されている 5 つの設備（「3. 取放水・給排水設備」、「4. 送受













































𝐸𝑄 は地震による停止期間であり、供給力𝑃𝑊𝑅(𝑡)𝑢 = 0、𝑇𝑟𝑐𝑜𝑣,𝑝






















所群の供給力𝑃𝑊𝑅(𝑡𝑜)𝑟 = ∑ 𝑃𝑊𝑅(𝑡𝑜)𝑢,𝑟
𝑁𝑢𝑛𝑖𝑡







図 5.1-1 災害時における火力発電所の供給力評価フロー 
 
 
(a) 設備フラジリティの  (b) 復旧関数の適用方法   (c) 計画外停止評価モデルの 
(a) 適用方法                                         適用方法 








































































































北部地震 M7.3）を対象とした火力発電所群の供給力評価を行う。図 5.2-1 に中央防災
会議による震度分布と評価対象とした火力発電所の位置を示す。本検討では、東京電力
管内に電力を供給する 17 の火力発電所、計 92ユニット、4,433 万 kW を対象とした。
立地は 1 都 4 県にわたり、その内訳は東京都（1 発電所 3 ユニット、114 万 kW）、神
奈川県（5 発電所 21 ユニット、1,076 万 kW）、千葉県（5 発電所 46 ユニット、1,807
万 kW）、茨城県（3発電所 10ユニット、626万 kW）、福島県（3発電所 12ユニット、
810万 kW）である。なお、本地震による津波は想定されていない。 
 表 5.2-1 に各発電所の属性を示す。汽力発電方式の設備が出力ベースで全体の 56%
（12発電所 36ユニット、2,480万 kW）、コンバインドサイクル方式の設備が 44%（9
発電所 56 ユニット、1,953 万 kW）である。燃種別に見ると、最も多いのが LNG の
54%（8発電所 57ユニット、2,408万 kW）であり、石炭（混焼含む）が 18%（5発電
所 12ユニット、810万 kW）、石油が 12%（2発電所 6ユニット、520万 kW）、ガスが
10%（4発電所 13ユニット、455万 kW）、LNGと石油の混焼が 5%（1発電所 4ユニ
ット、240 万 kW）の順である。経年数は、10 年未満が 17%（9 発電所 15 ユニット、
746万 kW）、10～19年が 22%（8発電所 21ユニット、971万 kW）、20～29年が 19%
（5 発電所 16 ユニット、846 万 kW）、30～39 年が 17%（5 発電所 22 ユニット、740
万 kW）、40～49年が 23%（6発電所 16ユニット、1,010万 kW）、50年以上が 3%（1
発電所 2ユニット、120万 kW）と経年数 50年未満の設備の 10年ごとの割合はほぼ等
しい。出力別では、25万 kW未満のユニットが全体の 6%（2発電所 15ユニット、245
万 kW）、25万 kW以上 50万 kW未満が全体の 30%（9発電所 37ユニット、1,347万
kW）、50 万 kW 以上 100 万 kW 未満が 35%（8発電所 27 ユニット、1,542 万 kW）、
100万 kW以上が 29%（6発電所 13ユニット、1,300万 kW）である。震度別では、6
強のエリアに立地する設備が 29%（4発電所 24ユニット、1,272万 kW）、6弱が 39%
（7 発電所 46 ユニット、1,725 万 kW）、5 弱が 14%（3 発電所 10 ユニット、626 万












 𝐼 = 1.905 + 0.381 ∙ log10(𝑃𝐺𝐴) + 0.384 ∙ log10(𝑃𝐺𝐴)
2 (5.2-1) 
 






























表 5.2-1 評価対象とする火力発電所の属性（その 1） 

















1号機 汽力 石油 60 1980年 39年 
― ― 
2号機 汽力 石油 60 1980年 39年 
3号機 汽力 石油 100 1989年 30年 
4号機 汽力 石油 100 1993年 26年 
5号機 汽力 石炭 60 2004年 15年 
6号機 汽力 石炭 60 2013年 6年 
常陸那珂 
1号機 汽力 石炭 100 2003年 16年 4.9 
（5弱） 
219 
2号機 汽力 石炭 100 2013年 6年 
鹿島 




6号機 汽力 石油 100 1975年 44年 
7-1号 CC ガス 42 2014年 5年 
7-2号 CC ガス 42 2014年 5年 
7-3号 CC ガス 42 2014年 5年 
千葉 




1-2号 CC LNG 36 1999年 20年 
1-3号 CC LNG 36 1999年 20年 
1-4号 CC LNG 36 2000年 19年 
2-1号 CC LNG 36 1999年 20年 
2-2号 CC LNG 36 1999年 20年 
2-3号 CC LNG 36 2000年 19年 
2-4号 CC LNG 36 2000年 19年 
3-1号 CC LNG 50 2014年 5年 
3-2号 CC LNG 50 2014年 5年 
3-3号 CC LNG 50 2014年 5年 
姉崎 




2号機 汽力 LNG・石油混焼 60 1969年 50年 
3号機 汽力 LNG・石油混焼 60 1971年 48年 
4号機 汽力 LNG・石油混焼 60 1972年 47年 
5号機 汽力 LNG 60 1977年 42年 
6号機 汽力 LNG 60 1979年 40年 
袖ヶ浦 




2号機 汽力 LNG 100 1975年 44年 
3号機 汽力 LNG 100 1977年 42年 
4号機 汽力 LNG 100 1979年 40年 
富津 




1-2号 CC LNG 16.7 1986年 33年 
1-3号 CC LNG 16.5 1986年 33年 
1-4号 CC LNG 16.7 1986年 33年 
1-5号 CC LNG 16.5 1986年 33年 
1-6号 CC LNG 16.5 1986年 33年 
1-7号 CC LNG 16.5 1986年 33年 
2-1号 CC LNG 16 1987年 32年 
2-2号 CC LNG 16 1988年 31年 
2-3号 CC LNG 16.5 1988年 31年 
2-4号 CC LNG 16.5 1988年 31年 
2-5号 CC LNG 16 1988年 31年 
2-6号 CC LNG 16.5 1988年 31年 




表 5.2-1 評価対象とする火力発電所の属性（その 2） 

















3-1号 CC LNG 38 2001年 18年 
  
3-2号 CC LNG 38 2001年 18年 
3-3号 CC LNG 38 2003年 16年 
3-4号 CC LNG 38 2003年 16年 
4-1号 CC LNG 50.7 2008年 11年 
4-2号 CC LNG 50.7 2009年 10年 
4-3号 CC LNG 50.7 2010年 9年 
品川 
1-1号 CC ガス 38 2001年 18年 
6.1 
（6強） 
702 1-2号 CC ガス 38 2002年 17年 
1-3号 CC ガス 38 2003年 16年 
川崎 




1-2号 CC LNG 50 2008年 11年 
1-3号 CC LNG 50 2007年 12年 
2-1号 CC LNG 50 2013年 6年 
2-2号 CC LNG 68.5 2016年 3年 
2-3号 CC LNG 71 2016年 3年 
東扇島 
1号機 汽力 LNG 100 1987年 32年 5.8 
（6弱） 
534 
2号機 汽力 LNG 100 1991年 28年 
横浜 




7-2号 CC LNG 37.7 1997年 22年 
7-3号 CC LNG 37.7 1997年 22年 
7-4号 CC LNG 37.7 1996年 23年 
8-1号 CC LNG 37.7 1996年 23年 
8-2号 CC LNG 37.7 1997年 22年 
8-3号 CC LNG 37.7 1997年 22年 
8-4号 CC LNG 37.7 1998年 21年 
南横浜 
1号機 汽力 LNG 35 1970年 49年 
5.5 
（6弱） 
401 2号機 汽力 LNG 35 1970年 49年 
3号機 汽力 LNG 45 1973年 46年 
電源開発 磯子 
新 1号機 汽力 石炭 60 2002年 17年 5.8 
（6弱） 
534 
新 2号機 汽力 石炭 60 2009年 10年 
相馬共同 新地 
1号機 汽力 石炭 100 1994年 25年 
― ― 
2号機 汽力 石炭 100 1995年 24年 
常磐共同 勿来 
7号機 汽力 石炭 25 1970年 49年 
― ― 
8号機 汽力 石炭 60 1983年 36年 
9号機 汽力 石炭 60 1983年 36年 
10号機 CC 石炭 25 2013年 6年 
鹿島共同 鹿島共同 
3号機 汽力 ガス 35 1982年 37年 
4.7 
（5弱） 
177 4号機 汽力 ガス 35 1982年 37年 
5号機 CC ガス 30 2013年 6年 
君津共同 君津共同 




4号機 汽力 ガス 35 1971年 48年 
5号機 CC ガス 30 2004年 15年 
6号機 CC ガス 15.29 2012年 7年 





















5弱の鹿島発電所で 8通り、6弱の南横浜発電所で 16通り、6強の千葉発電所で 6通り
のパターンが出現した。同時被災設備数の平均は 4設備中それぞれ 1.0、3.0、3.9と地
震動のレベルが大きくなるほど多くなり、震度 6 強以上では軽微なものも含めると 4
設備のほぼすべてに被害が生じる結果となった。設備別にみると、鹿島発電所では1,000
回のシミュレーションにおける被害発生率は、取放水・給排水設備で 40%、送受電設





表 5.3-1 各発電所の復旧日数評価結果 
発電所 震度 PGA [gal] 平均値 中央値 
90パーセン
タイル値 
常陸那珂 5弱 219 9.1 4 24 
鹿島 5弱 197 6.1 3 16 
千葉 6強 702 168.0 147 298 
姉崎 6強 641 164.5 141 296 
袖ヶ浦 6強 641 163.0 137 306.7 
富津 6弱 534 141.6 117.5 284.9 
品川 6強 702 174.4 144 327 
川崎 6弱 585 154.8 131 284 
東扇島 6弱 534 145.2 118 289 
横浜 6弱 585 140.1 119 272.9 
南横浜 6弱 401 80.4 47 193.9 
磯子 6弱 534 145.3 126 274.7 
鹿島共同 5弱 177 4.4 2 11 





(a) 設備被害のパターン     (b) 復旧関数のパターンと平均復旧関数 
図 5.3-1 常陸那珂発電所の設備被害と平均復旧関数の推計結果 
 
 
       (a) 設備被害のパターン     (b) 復旧関数のパターンと平均復旧関数 
図 5.3-2 鹿島発電所の設備被害と平均復旧関数の推計結果 
 
 
       (a) 設備被害のパターン     (b) 復旧関数のパターンと平均復旧関数 




























































































































































































































































































































































       (a) 設備被害のパターン     (b) 復旧関数のパターンと平均復旧関数 
図 5.3-4 姉崎発電所の設備被害と平均復旧関数の推計結果 
 
 
       (a) 設備被害のパターン     (b) 復旧関数のパターンと平均復旧関数 
図 5.3-5 袖ヶ浦発電所の設備被害と平均復旧関数の推計結果 
 
 
       (a) 設備被害のパターン     (b) 復旧関数のパターンと平均復旧関数 



































































































































































































































































































































































       (a) 設備被害のパターン     (b) 復旧関数のパターンと平均復旧関数 
図 5.3-7 品川発電所の設備被害と平均復旧関数の推計結果 
 
 
       (a) 設備被害のパターン     (b) 復旧関数のパターンと平均復旧関数 
図 5.3-8 川崎発電所の設備被害と平均復旧関数の推計結果 
 
 
       (a) 設備被害のパターン     (b) 復旧関数のパターンと平均復旧関数 


































































































































































































































































































































































       (a) 設備被害のパターン     (b) 復旧関数のパターンと平均復旧関数 
図 5.3-10 横浜発電所の設備被害と平均復旧関数の推計結果 
 
 
       (a) 設備被害のパターン     (b) 復旧関数のパターンと平均復旧関数 
図 5.3-11 南横浜発電所の設備被害と平均復旧関数の推計結果 
 
 
       (a) 設備被害のパターン     (b) 復旧関数のパターンと平均復旧関数 
































































































































































































































































































































































       (a) 設備被害のパターン     (b) 復旧関数のパターンと平均復旧関数 
図 5.3-13 鹿島共同発電所の設備被害と平均復旧関数の推計結果 
 
 
       (a) 設備被害のパターン     (b) 復旧関数のパターンと平均復旧関数 
図 5.3-14 君津共同発電所の設備被害と平均復旧関数の推計結果 
 
かった。各発電所の“平均復旧関数”より評価した復旧日数は、1,000回の試行に対し、







974 万 kW（22%）まで低下し、1 週間後には 1,289 万 kW（30%）、1 ヶ月後に 1,624














































































































































































































































図 5.3-15 発電所群の供給力の推移（地震被害のみ） 
 
 
下限は、震災直後の供給力が 810万 kW（18%）で、50%の回復が約 200日後、シミュ








































 各発電ユニットの初回計画外停止評価モデル及び 2 回目以降の計画外停止評価モデ






(a) 汽力：初回計画外停止評価モデル      (b) 汽力：2回目以降の計画外停止評価 
（Conv1）                            モデル（Conv2） 
  
(c) 汽力：初回計画外停止評価モデル      (d) 汽力：2回目以降の計画外停止評価 
     （CC1）                               モデル（CC2） 









































































表 5.4-1 各発電ユニットの計画外停止評価結果（その 1） 










1号機 3.8 3.0 7.0 164.2 159.5 233.0 
2号機 3.9 3 7 165.9 161.5 232.1 
3号機 3.0 2 6 108.6 104.5 153.0 
4号機 2.9 3 5 118.5 125.5 164.0 
5号機 2.2 2 4 710.2 731.0 1010.2 
6号機 1.5 1 4 899.3 891.5 1265.0 
常陸那珂 
1号機 2.6 2 5 373.1 387.5 532.1 
2号機 2.3 2 4 476.6 483.5 669.1 
鹿島 
5号機 3.0 2 5 76.0 78.5 106.1 
6号機 3.0 3 6 77.7 77.0 110.0 
7-1号 0.0 0 0 1.0E+10 6.7E+09 2.3E+10 
7-2号 0.0 0 0 1.1E+10 6.7E+09 2.4E+10 
7-3号 0.0 0 0 1.1E+10 6.7E+09 2.4E+10 
千葉 
1-1号 0.7 1 1 951.7 486.0 2262.7 
1-2号 0.7 1 1 964.0 553.5 2214.7 
1-3号 0.6 1 1 979.3 692.0 2263.3 
1-4号 0.7 1 1 955.2 644.0 2225.0 
2-1号 0.6 1 1 976.6 663.0 2296.4 
2-2号 0.6 1 1 971.2 717.0 2162.2 
2-3号 0.6 1 1 949.2 689.0 2156.7 
2-4号 0.7 1 1 948.4 789.5 2137.0 
3-1号 3.3 3 7 283.9 198.0 670.1 
3-2号 3.2 2 6 305.9 229.0 693.0 
3-3号 3.1 3 6 299.0 199.5 683.1 
姉崎 
1号機 3.2 3 6 297.8 296.0 426.1 
2号機 3.1 3 6 315.0 299.0 448.1 
3号機 3.2 2 6 327.0 333.5 459.0 
4号機 3.0 3 6 338.8 328.0 475.1 
5号機 2.9 3 6 378.9 402.5 538.1 
6号機 2.9 2.5 5 399.0 403.5 565.1 
袖ヶ浦 
1号機 3.1 2 6 345.7 345.0 498.1 
2号機 2.6 2 5 193.0 194.0 266.1 
3号機 2.6 2 5 197.8 200.5 282.0 
4号機 2.7 2 5 209.7 213.0 294.0 
富津 
1-1号 0.2 0 1 3200.6 2207.5 7454.1 
1-2号 0.3 0 1 3204.3 2132.0 7442.7 
1-3号 0.2 0 1 3226.5 2142.0 7263.4 
1-4号 0.2 0 1 3172.6 2361.5 7362.7 
1-5号 0.2 0 1 3436.6 2045.5 7811.6 
1-6号 0.2 0 1 3187.1 1850.0 7142.3 
1-7号 0.2 0 1 3117.5 2557.5 6972.1 
2-1号 0.2 0 1 3188.9 2686.0 7250.0 
2-2号 0.2 0 1 3216.5 1624.0 7517.3 
2-3号 0.3 0 1 3012.7 1967.5 7043.2 
2-4号 0.2 0 1 2984.5 1964.5 6712.8 
2-5号 0.2 0 1 3228.1 2184.0 7657.2 




表 5.4-1 各発電ユニットの計画外停止評価結果（その 2） 










2-7号 0.2 0 1 3195.2 2584.0 7249.4 
3-1号 0.7 1 2 873.6 609.0 1939.1 
3-2号 0.7 1 2 924.8 684.5 2030.6 
3-3号 0.8 1 2 832.4 457.0 1911.4 
3-4号 0.8 1 2 835.7 497.5 1907.9 
4-1号 1.8 2 4 469.9 351.0 1070.0 
4-2号 1.9 2 4 422.5 280.5 957.4 
4-3号 2.1 1.5 4 407.3 286.5 925.5 
品川 
1-1号 0.0 0 0 2.5E+10 2.0E+10 5.5E+10 
1-2号 0.0 0 0 2.4E+10 2.0E+10 5.6E+10 
1-3号 0.0 0 0 2.3E+10 1.4E+10 5.1E+10 
川崎 
1-1号 1.7 2 4 449.9 326.0 1051.6 
1-2号 1.7 1 3 458.2 315.5 1045.6 
1-3号 1.5 1 3 507.6 326.0 1203.9 
2-1号 2.7 2 5 332.8 198.5 760.3 
2-2号 12.7 12.5 21 151.1 101.5 353.0 
2-3号 14.3 14.5 23 144.8 112.5 340.3 
東扇島 
1号機 2.5 2 5 258.5 261.5 362.1 
2号機 2.5 2 5 276.9 287.0 386.0 
横浜 
7-1号 0.7 1 1 1025.8 857.0 2349.4 
7-2号 0.7 1 1 998.5 744.5 2316.1 
7-3号 0.7 1 1 917.6 523.0 2063.5 
7-4号 0.6 1 1 1094.2 640.0 2488.4 
8-1号 0.6 1 1 1060.2 758.0 2372.0 
8-2号 0.6 1 1 1001.6 545.5 2243.1 
8-3号 0.7 1 1 1029.4 709.0 2353.5 
8-4号 0.7 1 2 974.4 717.5 2221.1 
南横浜 
1号機 3.5 4 7 465.7 480.0 661.0 
2号機 3.5 2.5 7 480.4 481.5 684.0 
3号機 3.5 3 7 436.1 431.5 610.0 
電源開発 磯子 
新 1号機 1.7 1 4 690.9 692.5 975.1 
新 2号機 1.1 0 3 819.5 844.5 1144.2 
相馬共同 新地 
1号機 2.7 2 5 303.0 291.0 430.0 
2号機 2.6 2 5 306.7 306.5 426.1 
常磐共同 勿来 
7号機 3.8 3.5 7 551.6 546.0 789.0 
8号機 3.3 3 6 431.5 442.0 616.2 
9号機 3.1 3 6 436.3 419.0 628.1 
10号機 8.4 8 14 90.2 69.0 203.1 
鹿島共同 鹿島共同 
3号機 0.0 0 0 1.4E+09 1.4E+09 2.0E+09 
4号機 0.0 0 0 1.4E+09 1.5E+09 2.0E+09 
5号機 0.0 0 0 1.7E+10 9.3E+09 3.7E+10 
君津共同 君津共同 
3号機 0.0 0 0 1.1E+09 1.1E+09 1.6E+09 
4号機 0.0 0 0 1.1E+09 1.2E+09 1.6E+09 
5号機 0.0 0 0 3.0E+10 2.1E+10 6.9E+10 
























均は 416.8万 kW、中央値が 410万 kW、90%タイル値が 510.7万 kW、最小値が 249.5





















(a) 広野発電所 3号機 
 
(b) 勿来発電所 10号機 
 
(c) 袖ヶ浦発電所 2号機 
 
(d) 千葉発電所 3-1号機 
































































































































































































































震による影響に関しては、発災直後の供給力の平均は 974 万 kW（22%）まで低下し、
1週間後には 1,289万 kW（30%）、1ヶ月後に 1,624万 kW（37%）、5割回復するのに












































































































震による影響に関しては、発災直後の供給力の平均は 974 万 kW（22%）まで低下し、
1週間後には 1,289万 kW（30%）、1ヶ月後に 1,624万 kW（37%）、5割回復するのに
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